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研究成果の概要（和文）：本研究では、これまで十分活用されていなかった不動産物件やその取引に関する非集
計データ、さらにアンケート調査データに基づく定量的分析によって、2000年以降のグローバル都市における社
会経済的な居住分化の実態とその変化を把握し、不動産市場を通じた居住分化の形成要因や社会的帰結を明らか
にした。また、東京・大阪、ニューヨーク、ロンドンの都市比較を通じて、グローバル都市間におけるこれらの
差異を生み出す文脈的要因についても考察した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we used quantitative analysis based on disaggregated data on 
real estate properties and their transactions, as well as questionnaire survey data, to grasp the 
characteristics of socio-economic residential segregation in global cities and its changes since the
 2000s, and to examine the driving forces and social consequences of residential segregation through
 the real estate market. In addition, we considered the contextual factors that lead to these 
differences between global cities through a comparison of Tokyo, Osaka, New York, and London.

研究分野： 都市地理学

キーワード： 居住分化　都市分極化　 グローバル都市　国際比較　不動産データ　住宅市場

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
2000年代以降、地区スケールの居住分化に関して日本を対象とした統計的手法に基づく国際比較研究は非常に限
られており、本研究は欧米に偏っていたグローバル都市研究の隙間を埋めるものと位置づけられる。また、本研
究はセンサスベースの小地域人口データだけでなく、従来の居住分化研究では利用が限られていた不動産物件と
その取引に関する非集計データ、アンケート調査データなどを活用することで、最新の社会情勢を反映すること
が可能となった。このような点を踏まえ、一連の成果は居住分化の空間パターンの記述的な実態把握にとどまら
ず、居住分化が居住者に及ぼす社会的帰結までの統合的な理解につながるものと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 1980 年代以降、グローバル都市では、経済格差の拡大とともに都市内での居住分化の拡大が
指摘されてきた。グローバル化の影響下での不平等の拡大や産業構造の変化、そして富裕層の都
心集中と貧困の郊外化は近年のグローバル都市に共通する特徴として指摘される。しかし、2000
年代以降の欧米における社会経済的な居住分化の進展は、各国固有の福祉・住宅システムなどに
も左右されることも示唆されている。このように欧米諸国間においてもグローバル化や経済格
差の拡大が居住分化の形成に与える影響は均一ではない可能性があり、特にアジア都市につい
てはほとんど議論さえなされていない。 
 一方、従来の居住分化研究は人口ベースの生態学的アプローチを中心に行われてきたが、理論
的には「居住」を通じて不動産市場とは密接不可分であり、住宅市場は居住分化を含む都市の不
平等の形成に大きく寄与すると考えられる。しかし、住宅・都市政策をはじめとした福祉制度や
移民政策などの各都市固有の要因がどのようにグローバル都市に共通するマクロ要因に作用し、
不動産市場や居住分化のローカルな地理的パターンに影響するかは検証されていない。 
 
２．研究の目的 
本研究は日本におけるグローバル都市である東京・大阪とニューヨーク、ロンドンとの比較を

通じて、下記の点を明らかにすることが目的である。 
・各都市における社会経済的居住分化と住宅市場の分極化の程度は、どの程度差異があり、2000
年以降どのように変化したか？  

・各都市における不動産市場の動態はどのような居住分化を導き、その関係を規定する要因は都
市によってどのように異なるか？  

・各都市における居住分化は、今度は不動産市場へどのような影響を及ぼし、それは都市によっ
てどのように異なるのか？  

 
３．研究の方法 
１）居住分化の実態に関する分析 
・居住分化指数および空間統計量による定量的比較 
  2000 年以降の東京・大阪、ニューヨーク、ロンドンのセンサス小地域統計を用いて、社会
経済的地位（職業）を中心とした指標に基づく居住分化指数と空間統計量を算出し、その水準
と変化について同一基準での比較を行った。 

・近隣変化の類型化 
センサス小地域統計を用いて、多様な「近隣変化」（異時点間での社会地区類型の変化）の

パターンを時空間的に可視化することで、変化が起こりやすい地域特性やその空間パターン
を類型化し、都市間比較を行った。 

・「垂直的」分極化の検証 
高層マンション群でみられるような「垂直的」な居住分化について、不動産データベースの

価格情報から建物階層別の価格分布を算出し、垂直方向に階層化された不動産市場の分極化
を検証した。また、建物階層別の居住人口の社会経済特性を把握するため、国勢調査ミクロデ
ータ（オンサイト利用）を合わせて分析した。 

 
２）居住分化の要因に関する分析 
2000 年以降の各都市における居住分化と住宅市場との関係性を検証するため、非集計の不動

産関連データを利用して、地区レベルでの住宅価格を可視化した。国際比較に関しては、ニュー
ヨークの Property Assessment Data（ニューヨーク市財務局）、ロンドンの Price Paid Data（英
国土地登記所）、東京の不動産取引価格情報（国土交通省）などのオープンデータを活用した。 
 
３）居住分化の影響に関する分析 
当初の計画では現地でのフィールドワーク調査を予定していたが、コロナウイルス感染拡大

により実施が困難になったことから、代替的にオンラインアンケート調査に切り替えた。ニュー
ヨーク、ロンドン、東京・大阪を対象に、各都市 1000 サンプル規模の調査を 2021 年 11 月～12
月にかけて実施した。調査項目は、就業状況や居住意識、格差・都市政策への意識、近隣地域環
境などであるが、コロナ禍の状況についても質問を加えた。 
 
４．研究成果 
１）居住分化の実態に関する分析 
居住分化の実態に関する基礎的分析として、国内主要都市圏におけるセンサスデータに基づ

く居住分化の定量的な把握を行い、国内の主要都市圏の居住分化水準は大きな変化はないもの
の、2000 年代に入ると上昇傾向が明確化することを明らかにした。都心や沿線でのホワイトカ
ラー化と郊外の相対的地位低下など、人口動態からみる変化の方向には一定の共通性が見られ



る一方、都市圏の地域特性によりばらつきも見られた。 
また国際比較に関して、1980 年から 2010 年までのニューヨーク、ロンドン、東京における職

業構造の変化と、そのセグリゲーションの都市比較では、3都市すべてで低所得の職業の減少・
高所得の職業の増加がみられ、労働力の専門化という一貫した傾向を示した。セグリゲーション
水準はニューヨークで最も高く、東京で最も低いという状況になっており、セグリゲーション水
準よりも空間分布の変化が大きいことが明らかになった。特にニューヨークとロンドンでは、高
所得の職業の人々が中心部に集中している一方で、低所得の職業は都市の周辺に後退している
ことも示された。 
なお、不動産関連データを用いた不動産市場の実態把握分析の成果として、2021 年 7 月に人

文地理学会都市圏研究部会において「不動産関連データの都市地理学」をテーマにメンバー全員
による報告（全国市町村における所得の地域格差と住宅地価形成、近畿圏の既存住宅市場におけ
る流通空き家の地域特性、大阪府吹田市における共同住宅単位の年齢・世帯構成の長期的変化、
グローバル都市における住宅市場と居住者特性の変化）を行った。 
小地域人口データを用いた「近隣変化」の類型化に関しては、2010～2020 年のニューヨーク

と東京における近隣地区の社会経済的類型の変化プロセス分析から、両都市の共通点として地
位の高い地区と低い地区で地区類型の固定化が進んでいること、また地位の低い地区での成長
率が小さく分極化の兆候も見られた一方、相違点としては東京よりもニューヨークの方が都市
内部での相対的な近隣変化の割合は高く、変動が大きいことが明らかとなった。 
垂直的分極化の状況に関しては、東京都区部におけるマンション価格データと国勢調査デー

タから、社会経済格差の一形態としての地理的および垂直的な居住分化の実態や特徴を明らか
にした。地理的には、都心周辺部での住宅価格の高騰と管理・専門職の集積化との関連性を示唆
するものであり、特定の地域においては垂直的にも一定の分離傾向が確認されたことから、東京
の空間的な格差は、地理的な居住分化と垂直的な居住分化が組み合わされて形成されたことが
うかがえる。 
 
２）居住分化の要因に関する分析 
不動産価格ミクロデータから分析された小地域単位の平均住宅価格分布の変化は、それぞれ

の都市で特徴がみられた。まずニューヨークでは、2010 年までの約 10 年間に平均価格が 2倍以
上になった地区がマンハッタンから、これまでもジェントリフィケーションが指摘されるブロ
ンクス北西部に広がっており、さらに 2020 年までの 10 年間には平均価格が 2 倍以上になった
地区はブロンクス北西部から市全体に広がった。ロンドンにおいては、2000 年代の最初の 10 年
間に縁辺部を除く広い範囲で平均価格が２倍を超える地区が多くみられたが、2010 年以降はと
りわけテムズ川沿いの中心部周辺で伸びが大きい地区の集中がみられるようになっている。ま
た東京では、2005 年以降のデータしか入手できないこともあり、2010 年までは都心周辺や中央
区や江東区周辺の臨海部など限られた地域で平均価格の増加がみられるだけであったが、2010
年からの 10 年間では山手線沿線を中心に 2倍を超える地区が目立つようになっている。なお、
各国の管理・専門職就業者割合の分布と平均住宅価格の比較では、いずれの都市ともに強い相関
がみられ、例えば 2015 年の東京では両者の相関係数は 0.61 と高い水準にあることから、特に都
心周辺部での住宅価格の高騰と管理・専門職の集積化との関連性を強く示唆するものであった。 
 
３）居住分化の影響に関する分析 
ニューヨーク・ロンドン・東京・大阪における居住と不動産市場に関する国際比較アンケート

調査の分析を行い、住宅価格の高騰と住宅アフォーダビリティ、Covid-19 後の居住選択、就業
者の居住分化、住民の所得格差とネオリベラル化など現代のグローバル都市における様々な視
点からの考察を行った。具体的には、a) グローバル都市間での住宅価格の高騰に関する問題意
識の共通性と異質性について、欧米と日本との差だけでなく国内都市間にも大きな差があるこ
と、b) とりわけニューヨークとロンドンにおけるコロナ禍後の転居行動の相対的な高さは、両
都市圏における居住分化を促した可能性があること、c) 各都市の都心部や郊外の特定のセクタ
ーでグローバル企業の就業者比率が高い傾向や在宅勤務の状況もロンドンで特に顕著でそれが
セクター的である傾向があること、d) ネオリベラリズム的政策への評価について日本では規制
緩和による都市開発促進に抑制的であるが、福祉的な住宅政策に対し批判も多い点で英米と異
なった価値観を有していることなどが明らかになった。なおこれらの成果は、2022 年人文地理
学会大会において公募セッション「国際比較アンケート調査に基づくグローバル都市の居住と
就業の空間構造」を企画して発表した。さらにコロナ禍におけるグローバル都市住民の自宅就業
と住み替え行動に関する分析については、職業によるリモートワークの広がりの差や、近年の住
宅価格の高騰およびコロナ禍の転居希望への影響を明らかにした。 
また居住分化にはコミュニティの減退や治安悪化など社会的な負の影響も指摘されるため、

住宅市場への影響について、小地域スケールでの居住分化を表すジオデモグラフィクスと空き
家発生との関係についての分析を行った。居住する中高年層の更なる高齢化によって今後空き
家増加率が高くなる傾向が予想される地区類型や、立地的には有利でも社会経済的に不利な住
環境から住宅需要の減退が新興住宅地まで広がってくる可能性のある地区類型などが特定され
た。 
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